
はじめに

新型コロナウイルス感染症（COVID-19、以下「コロナ」と略称）は触媒（catalyst）であると

言われる（1）。それ以前に存在した事象、特に悪化していた事象が、コロナによって悪化が加

速し、深刻化しているという。確かに、もともと悪化していたり、悪化の兆しがあったりし

た米国およびその他の国々との関係は悪化しており、コロナは中国の対外関係に大きな影響

を与えたと考えられている。

本稿はコロナのパンデミックを通じて、中国の習近平政権の対外関係の何が変化し、そし

てまたその変化がなぜ起こったのかを明らかにすることを目的としている。その際、従来か

らの積極外交という連続性に加え、習政権の正統性劣化と、それを挽回するためにより積極

的な対外関与がなされていたという観点から分析を進める。なお、米国とその主要な同盟国

および中国の主要な近隣国を対象とする。

1 コロナ対策初動の失敗―正統性劣化プロセス

（1） 感染爆発と地方・中央政府の失策

武漢市政府と中央政府は、コロナ対策の初動で大きなミスを犯した（2）。最初の感染者が発

見されたのは2019年11月頃であり、12月末には、医療現場で原因不明の肺炎がすでに大問題

となっており、患者は隔離されていた。ところが、武漢市は、2020年1月6日から10日にか

けて人民代表大会を開催し、18日には数万人の市民を集める「万家宴」を挙行した。すでに

コロナは感染爆発していたが、武漢市は政治日程を優先させ、平静を装ったのである。

習はおそらく米中貿易協議に精力を奪われており、1月15日に第1段階の合意が成立した

時点で、ようやく武漢市の異変について精力を傾けるようになったようである。2003年の重

症急性呼吸器症候群（SARS）流行の際の責任者である鍾南山国家衛生健康委員会高級専家小

組組長が武漢に急遽派遣され、1月20日にようやく対策が始まった。

李克強首相は国務院常務会議を開催し、コロナを法定伝染病と位置づけ、防疫体制の強化

を指示した（3）。習と李克強の要求を受けて、1月20日に「国務院新型コロナウイルス肺炎流

行の予防と管理のための共同対策業務メカニズム」が立ち上がり、中央と地方でそれぞれ指

揮部門と執行部門が立ち上がった。23日には武漢が封鎖された。25日に中央政治局常務委員

会は、臨時のタスクフォースとして中央新型肺炎領導小組を設置し、李克強が組長となった。
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ところが、この初期対応は遅すぎた。武漢封鎖以前に、春節休みのため約500万人が武漢

を離れており、中国全土へのコロナ拡大の引き金を引いてしまったからである。しかも、こ

の失策を糊塗する動きがあった。習がコロナ問題で「重要指示」を出したのは1月7日の政治

局常務委員会の場であったという「事実」が公表されたのは2月15日になってからだった。

つまり、1月20日までの13日間の不作為の説明がつかない（4）。

加えて武漢市の周先旺市長は、1月27日に「地方政府としては、情報を得て、授権されて

から初めて披露できる」（5）とテレビ番組で発言した。つまり、中央政府は、武漢市の異変を

知らされていたにもかかわらず、迅速な対応をとらなかった。2月7日には、警鐘を鳴らした

ことで逆に当局に口封じをされた李文亮医師がコロナに感染して死去した。当局に対する民

衆や知識人の不満や批判は一気に高まった（6）。武漢封鎖から全国の都市封鎖へと広がり、感

染と都市封鎖にまつわる恐怖の映像と批判的書き込みの大量流出がみられたのである。作家

の方方氏による封鎖期間中のブログ「武漢日記（方方日記）」は、民衆の苦しみを描写し、1

億人以上の読者を獲得した（7）。

習政権はこうした反発に対応せざるをえなくなった。習政権は、2月上旬に湖北省と武漢

市の党委員会書記を解任し、また李文亮を「英雄」として扱う宣伝を始めた。コロナと闘う

医療従事者等は英雄扱いされるようになり、宣伝では、被害よりもそれを克服する当局者の

姿が強調されていった。

ところが2月末には、習が「戦略的な先見性と卓越した指導力」を発揮し、感染封じ込め

に成果を上げたと賞賛する宣伝本である『大国戦“疫”』が5ヵ国語で発行予定だったが（8）、

発売が急遽見合わせとなった。また習に近いとされる新任の王忠林武漢市党委員会書記が、

武漢市で「恩に感謝する教育を展開」（9）すべきだと発言したところ、これも反発を受け撤回

した。3月10日に習が武漢市を訪問した際、逆に「党や人民は武漢の人民に感謝している」（10）

と発言せざるをえなかったのである。初動の失策により、習政権の正統性は、従来型の宣伝

だけでは挽回できない傷を負ったということができる。

（2） 対外関係上の失策―物資買い占め・国際協力拒絶・渡航制限の遅延

中国は内部の感染拡大を有効に抑え込めなかっただけではなく、対外的な行動でもいくつ

かの失策を犯した。まず世界中で、中国人・華人・華僑がマスクなどの医療物資を買い占め、

中国に輸出した。これには家族や友人のための行動もあれば、商業行為もあったと考えられ

るが、規模が大きすぎて中国政府当局の関与が疑われた。

中国の海関総署の3月7日の報告を引用した報道によると、1月24日から2月29日までの

間、疫病の予防・対策物資は24億6000万件（82億1000万元に相当）に上り、これにはマスク

20億2000万個、防護服2538万着が含まれる。オーストラリアでは、たった1人のビジネスパ

ーソンがプライベート・ジェットで80トンもの医療物資を中国に送っている（11）。こうした買

い占め行動は人種や国籍にかかわらず普遍的にみられた。しかしその後に各国はマスク不足

に悩まされることとなったため、中国がコロナ封じ込めは可能だと主張していた一方で発生

した買い占め行動は、結果として中国のイメージを悪化させた。

武漢市における感染状況が深刻化した際、2003年のSARS蔓延時とは異なり、中国は米国
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の疾病予防管理センター（CDC）の調査チームの武漢市訪問を受け入れなかった（12）。また、

中国政府は、世界保健機関（WHO）の専門家チームによる武漢でのウイルス発生源に関する

調査協力要請を繰り返し拒絶している（13）。

中国の医療・公共衛生の専門家はコロナの疫学的・臨床学的情報やゲノム情報など、WHO

その他のプラットフォームを通じて世界各国のカウンターパートに提供した。しかしながら、

政府の対応は国際的な基準からみて必ずしも満足できるものではなかった。WHO関係者数十

人に取材した報道によると、中国は重要な資料の発表を遅らせ、最小限の資料しか提供しな

かったため、WHOはこれに不満であった。やむをえず、WHOは中国を賞賛することで中国

のより多くの協力を得ようとしたという（14）。

加えて、中国は武漢封鎖の4日後、1月27日になってから中国の団体旅行海外渡航禁止を

実施した。つまり、春節休みのため最も出国者数が多い24―26日に数百万人がすでに中国を

出国した後、ようやくその流れを部分的に止めたのである。

中国は6月にコロナ対策の白書を発表し、公式に「中国は法に基づき、公開、透明、責任

のある態度で、最も早いタイミングで国際社会に疫病情報を通報し、いかなる出し惜しみも

せず各方面と予防管理および救命治療の経験をシェアした」（15）と記した。しかし中国のコロ

ナ対策の初動は、現実には国内のみならず国外からも批判され不満をもたれる可能性をもつ

失策であった。中国は、コロナ対応の失策をめぐり、国外からの対中批判を恐れ、それに対

応しなければならなくなったのである。

2 正統性・国際的地位向上の戦略推進

習政権は正統性劣化を挽回し、国際的な批判をかわそうとする動きに出た。ある中国共産

党関係者は、2月に入ると習が政治局常務委員会を頻繁に開き、反転攻勢のための戦略を練

っていたと証言する（16）。それは、時期を三段階に区切った、外交、経済、そして宣伝の戦略

であった。三段階とは、①米国に対してウイルスの「発生源論争」を仕掛けて初期対応の遅

れを煙に巻き、②各国に医療物資を配布する「マスク外交」を展開する、③ 4月末までに感

染を抑え込み、全国人民代表会議（全人代）を開いてコロナへの「勝利宣言」を出す、であ

り、その後遅れはあったものの、ほぼこの説明のとおりに状況は展開していった。

中国は、パンデミックに関して、2月27日の「感染状況は最初に中国で出現したが、発生

源は中国とは限らない」（17）という鍾南山発言から、ウイルスの発生源が中国ではないという

宣伝を開始した。趙立堅外交部報道官に至ってはツイッターで「米陸軍が伝染病を武漢に持

ち込んだかもしれない。透明性を高めよ！　データを公開せよ！　米国はわれわれに説明し

なければならない！」（18）と発信して米国を挑発したのである。

医療物資を外交のテコとするいわゆる「マスク外交」も同時に展開された。3月から5月の

間、中国は200ヵ国・地域に対してマスク706億枚、防護服3億4000万着、防護ゴーグル1億

1500万個、人工呼吸器9万6700台、PCR検査試薬2億2500万人分、赤外線式体温測定機4029

万台を輸出した（19）。中国は自国に向けられる批判に敏感だった。3月4日には、国営新華社通

信が「堂々と言う、世界は中国に感謝すべき」と題した署名評論を転載した。それには「も
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しも、この時にも中国が米国に報復を行なえば、米国旅行を禁止する宣言のほか、医療物資

に対する戦略統制を宣言し、米国への輸出を禁止する。そうなると米国は新型コロナウイル

スの大海に落ちるだろう」（20）とまで書かれていた。中小国に対しては人道援助であるはずの

医療支援の抑制や貿易上の制裁をちらつかせて中国批判をやめるよう圧力をかけ続けた（21）。

また、中国は自国への礼賛を欲した。中国は「マスク外交」と同時に「世界を救う習近平」

やマーシャルプランにあやかった「チャイナプラン（中国方案）」という救世主としてのイメ

ージ作りに腐心した（22）。中国は自国の支援に対して習に電話で感謝表明するようポーランド

のアンジェイ・S・ドゥダ大統領に要請しているし、中国の外交官は中国のコロナ対応をほ

める決議を求めるメールを米ウィスコンシン州上院議員に送り、拒絶されている（23）。

他方で少なからぬマスクは品質の問題で中国に送り返された。また、米国では「がんばれ、

中国」の張り紙がついたままの中国への無償支援物資を、後に中国から高額で買い戻すケー

スが起きている（24）。「マスク外交」は必ずしも当初の目標を達成したわけではなかった。

3月末になると、欧米での感染爆発が起きる一方で中国国内の感染が落ち着き始め、「新型

コロナウイルス感染の全世界的な対応であるが、客観的にみて中国の世界経済における地位

を強化することになり、中国の外交理念はこれからより多くの理解と支持を得られるだろう。

……現在中国が感染状況を克服したありようは、客観的に世界の中国に対する確信を深める

こととなっており、中国のグローバル経済の安定と深い融合の『錨』としての地位は、さら

に牢固なものとなるだろう」（25）というような「中国の制度優越論」や「パンデミック・チャ

ンス論」が堂々と語られた。

これらの異様な宣伝は、露骨な「マスク外交」とともに、世界各国に強い悪印象を与えた。

3 台湾・香港への原則的な行動の堅持

（1） WHAから台湾を排除

コロナ危機のなか、中国は台湾と香港に対して原則的な行動を堅持し、国際社会との間で

摩擦を起こした。

台湾のコロナ対策は成功を収め、内部の感染をほぼ完全に抑え込み、世界から賞賛されて

いる（26）。台湾では、4月26日以降内部での感染確認ゼロが続いている。4―5月に行なわれた

世論調査によると、台湾では、当局の厳格なコロナ対策への評価が97.2%に達した。

台湾の成功が明らかになるにつれ、日米欧など主要国で台湾をWHOの活動にオブザーバ

ーなど何らかのかたちで参加させるべきであるとの声が広がった。台湾もまた対外的なマス

ク支援を行なったが、それはWHOの年次総会である世界保健総会（WHA）への参加を念頭

においた外交活動であったと理解されている。この状況は、中国に「疫病の流行を利用して、

台湾独立を謀る（以疫謀独）」行為であると解釈され、牽制された。中国は2020年5月18―19

日に予定されていたWHAにおける台湾の参加阻止のためWHOと諸外国に働きかけた。

それまでの経緯に鑑み、WHAについて中国には3つの目標があったと推測できる。第1に、

台湾のオブザーバー参加を絶対に阻止する。第2に、コロナの流行をめぐる中国責任論を回

避する。第3に、感染被害の出ている国々への医療支援などを行なった中国に対する感謝を
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引き出す。

習はオンライン会議方式で行なわれたWHAで演説を行ない、2年以内に20億米ドルの拠出

を表明し、国際連合との協力とアフリカ支援強化を約束し、コロナ感染予防ワクチンが完成

した暁には発展途上国における利用の実現に貢献すると強調した。中国の目標は半ば達成さ

れ、半ば達成されなかった。台湾はWHAには参加できなかったが、参加問題は継続協議と

なった。米国を除き中国を強く批判した国はなかった一方で、コロナのウイルス発生源と感

染拡大に関する独立調査委員会を「適切な早い時期」に設置することが中国の友好国を含め

た国々によって提案され、満場一致で可決された。また、巨額の拠出金に対して、中国への

賞賛が加盟国の間で沸き起こったわけでもなかった。

（2） 香港国家安全維持法の強行制定

2019年の「逃亡犯引き渡し条例」に対する反対運動で火がついた香港での抗議活動は、

2020年2月以降コロナ危機により下火になっていた。また、香港政府は感染拡大防止のため

集会の禁止に踏み切り、恒例の天安門事件抗議集会も禁止された。5月22日の全人代では突

然、香港のための国家安全法を制定する決定がなされた。全人代常務委員会の審議を経て、6

月30日に香港国家安全維持法（以下、「香港国安法」）が制定、施行され、香港返還記念日であ

る7月1日以降、同法に基づく取り締まりが開始され、香港で大量の逮捕者が出た。

このプロセスは、中国の危機感を表わしている。中国の通常の立法規定によれば、常務委

員会は通常2ヵ月に1回開かれ、立法には3回の審議を経る必要があり、条文を30日以上公開

してパブリックコメントを受けることになっている（27）。つまり通常の立法は半年程度かけ、

公開された条文に対して人民が意見を寄せられる。

ところが、今回常務委員会の審議は1回目が非公開であり、条文は制定日にようやく公開

され、香港では『香港政府憲報』（『官報』に相当）に掲載する英語翻訳が間に合わないまま同

法が施行された。特に香港で執行されるにもかかわらず、香港での意見聴取がなされなかっ

たことは立法手続きとして深刻な瑕疵である。しかも中国は、香港と中国経済を米国による

制裁のリスクにさらしてまで立法を強行した。

これほどまでに急いだ理由は明らかである。返還記念日に施行し、9月に予定されていた

立法会選挙で、絶対に民主派を勝たせないことが目的だったと考えられるからである（同選

挙は後日1年間延期が発表された）。そのために、中国は中国自身の立法手続きを無視した。同

法は中国法であり、司法の独立を支えるコモンローを凌駕することが明らかになっている。

また香港国安法案件の裁判官は、裁判所ではなく香港特別行政区行政長官が選任する。こう

したことからも、香港の法治は大きく損なわれたと言える。

香港国安法の問題は、「国家安全」に危害を与える行為の定義にある。条文では「国家か

らの離脱」「転覆行為」「テロリズム」「香港に介入する外国勢力との結託」が該当するとされ

る（28）。しかし、香港では「香港独立」のバナーを鞄に隠し持っていただけで、香港国安法違

反容疑で逮捕された例があり、表現の自由と言論の自由が脅かされている。つまり犯罪の定

義が曖昧なため、言論のみで武力を使っていない場合でも犯罪となりうる（29）。

中国は「一つの中国」という政治原則を主張してコロナ対策で世界最高水準の台湾をWHA
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から排除したし、国家安全保障の名目の下に、コロナ危機を利用して香港の自由と法治を消

滅させようとしているようにみえる。台湾および香港に対する中国の原則的でかたくなな政

策は、国際社会において中国に対する強い悪印象を残した。

4 中国の対外関係悪化過程

（1） 米国との対立激化―「戦狼外交」の最前線

習政権は、前述したように、政権への不満を国外にそらすために米国を挑発した形跡があ

る。米国のドナルド・J・トランプ政権は、この挑発に応じ、ウイルスが中国発であること

を強調するために「中国ウイルス」や「武漢ウイルス」という言い方を始め、パンデミック

の責任が中国にあるとして中国非難を始めた。中国の「マスク外交」は、かえって米国で医

療物資を中国など諸外国に依存することをリスクとして認識させることに寄与した（30）。

そもそも2018年以来、貿易戦争から第5世代移動通信システム（5G）や半導体をめぐるハ

イテク競争に至るまで米中対立は「新冷戦」の状況を呈していた。トランプは、再選の鍵を

握る好景気や株高が、コロナにより一気に失われたことで、再選のために中国たたきを選択

するようになったものと考えられる。「触媒」としての作用は米国にも働いたのである。

米国はまた、中国寄りであるとしてWHO批判を強めた。5月のWHAでトランプは米国の

WHO脱退を宣言し、後に実際に脱退通知に至った。ロバート・C・オブライエン国家安全保

障担当大統領補佐官は、5月24日、ソ連末期の原発事故とその隠蔽事案を引き合いに、中国

によるコロナ対応を「彼らが行なったウイルスの隠蔽は、チェルノブイリのように歴史のな

かに刻まれるだろう」（31）と批判した。

米国での感染者数や死者数が増大し、コロナ危機の責任が中国にあるとトランプなど政権

高官が繰り返したこと、香港国安法通過などは、米国における中国への印象悪化につながっ

ているとみられる。ある世論調査によると、中国を好ましくないと考える者は2017年に47%

にすぎなかったが、以降60%、66%と上がり、2020年6月16日から7月14日になされた調査

では73%と過去最高値に達した（32）。同調査によると、中国がコロナ対策をうまくできなかっ

たと考える者が64%、特に武漢市での対処の失敗が中国政府のせいであると考える者が78%

に達している。

米中関係は、さらに悪化の一途をたどった。南シナ海問題で、マイク・ポンペオ国務長官

は、7月13日に中国の南シナ海の大半の地域にまたがる中国の海洋権益に関する主張につい

て「完全に違法だ」（33）と発言した。さらにポンペオはフィリピンやベトナムなど、中国から

妨害を受けている国の側に立つとまで言明した。米海軍は南シナ海における航行の自由作戦

や空母を動員した軍事演習を増加させており、米中の軍事衝突の可能性までが取り沙汰され

るようになった。

中国に対して対決姿勢を強める演説が政権の高官から連続でなされた。マシュー・ポッテ

ィンジャー国家安全保障担当大統領副補佐官（5月4日）、オブライエン（6月24日）、クリスト

ファー・A・レイ連邦調査局長官（7月7日）、ウィリアム・バー司法長官（7月16日）、ポンペ

オ（7月23日）が、中国を非難する演説を行なった。特にポンペオ演説は、「自由世界はこの
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新たな圧政に勝利しなくてはならない」（34）など中国共産党とその指導者である習を名指しで

徹底的に非難する演説であり、米中は着地点のない深刻なイデオロギー対立の局面に入った。

ポンペオ演説に先立って米国政府は、スパイ活動を理由にテキサス州ヒューストンにある

中国の総領事館の閉鎖に踏み切った。中国は報復として四川省成都にある米国の総領事館を

閉鎖した。また、香港国安法問題に関して、ポンペオは「われわれは香港の特殊な地位を終

わらせるというトランプ大統領の指示を実行し続けるだろう」（35）として、特殊関税地域を取

り消す対応を示唆した。それのみならず実際に8月7日には、林鄭月娥香港特別行政区行政長

官や夏宝龍香港マカオ事務弁公室主任（閣僚）など11名に対して香港の自治を損ねたとして、

米国入国禁止と在米資産の凍結を決定した（36）。これに対して、中国は米上院議員など11名に

類似の制裁を加えることを発表して対抗した。

中国の強硬外交はコロナ危機の間に「戦狼外交」（中国の人気アクション映画『戦狼』シリー

ズ〔2014年―〕にちなんでつけられた）と呼ばれるようになった。米中関係の悪化は、コロナ

危機を経て、台湾、香港、人権、貿易、ハイテク、南シナ海など、あらゆる点で鋭く対立し、

さらに南シナ海での軍事衝突さえ懸念されるほど悪化してしまい、まさに収拾がつかない状

態になってしまった。

（2） ファイブアイズ諸国―「戦狼外交」の第二戦線

米国のみならず、他の先進国もまた中国との関係が悪化している。特に同盟関係にあるい

わゆるファイブアイズ諸国（米英加豪、ニュージーランド）において対中認識がそろい始め、

政策調整がなされてきた。台湾問題で、ファイブアイズ諸国は、5月のWHAに台湾の代表が

オブザーバー参加することに支持を表明した。

オーストラリアとニュージーランドは早くからファーウェイの5Gを排除していたが、英国

はすでにその導入を決めていた。ところが英国は、コロナ危機を経た5月に2027年までに既

存設備を含めファーウェイを排除する政策に転換した（37）。カナダは主要通信会社がファーウ

ェイの5G回避を始めている。

英国は、香港問題の当事者であり、中国が一方的に香港国安法を制定して一国二制度を事

実上大きく変更したことに強く反発し、中英共同宣言に対する明白かつ深刻な違反であると

批判したところ、中国は「香港で一国二制度を実施する法的根拠は……中国憲法と香港基本

法であり、中英共同宣言ではない」（38）としてこれを一蹴した。英国は1997年以前に発給した

英国海外住民（BNO）パスポート保持者の英国滞在期間を延長し、将来移住を可能にした（39）。

これに対して中国外交部報道官は英国が「政治的にもてあそび、公然と約束を破り、国際法

と国際関係の基本的原則に違反し、香港事務と中国の内政に干渉を加えており、中国はこれ

に対して断固として反対する」（40）と激しく非難した。ファイブアイズ諸国は、香港との間の

逃亡犯引き渡し協定等（41）の効力停止に踏み切り、中国からの反発を受けている。

またオーストラリアはもともと中国の国内への浸透工作への警戒心が高まっており、中国

との関係が悪化の途上にあった。そこにコロナ危機が拍車を掛けた。オーストラリアは、コ

ロナの発生源に関する独立調査要求とWHOの改革を提起したことで、中国から激しい反発

を受けた。中国の成競業駐オーストラリア大使は、中国からオーストラリアへの留学や観光、
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ワインや農産品などの輸入に影響が出るという露骨な脅しをかけた（42）。そして、オーストラ

リアは中国から実際に牛肉の一部輸入停止や大麦の高関税など事実上の経済制裁を受けた。

オーストラリアは、自国民の人身の安全を考慮し、中国への渡航自粛勧告まで出している。

（3） 欧州主要国―古傷の悪化

欧州連合（EU）は2019年に政策文書で中国を「体制上のライバル（systemic rival）」と表現

したことがあり、EU・中国関係は下り坂にあった。コロナ危機を経て、中国が阻止しようと

した台湾代表のWHA参加については、EUを代表してドイツが支持を表明し、国別では仏独

蘭など9ヵ国が支持を表明した（43）。ただし、欧州諸国のうち特にEU加盟国は、中国の人権問

題などに関する懸念を共有しつつも、米国の攻撃的な対中政策に関しては一線を画してきた。

しかし、コロナ危機と中国の「マスク外交」を経て、独仏首脳は中国への不信感を口にし

たし、さらに医療物資を中国に依存していることのリスクをEU諸国は理解するようになっ

た。中国が行なった偽情報や宣伝工作についての警戒心も強まった（44）。特に、中国が伝統的

に警戒されているロシアと一緒になってコロナに関する偽情報を大量に流布させていたこと

は、欧州の中国に対する警戒感を強める決定的な要因となった（45）。

ファーウェイの5Gをめぐる情況も変化しつつある。ファーウェイ排除に関して、欧州では

ドイツを中心に慎重な対応が主流であったが、中国の「マスク外交」がマイナスに働いた可

能性がある。たとえば、中国はマスク提供と引き替えにファーウェイの5G導入決定をフラン

スに迫ったと報じられ、その後フランスは、2028年までに既存設備を含め5G導入を禁じる

決定をしたと報道された（46）。

6月18日には主要7ヵ国（G7）外相による、香港国安法に対する「著しい懸念」を表明す

る声明が出された（47）。中国外交部は「香港事務に対してとやかく言い、でたらめな指図をす

ることに断固として反対する。われわれは、香港事務が純粋に中国内政に属し、いかなる外

国政府、組織、個人も干渉する権利などないと何度も強調してきた」（48）と激しく反応した。

6月22日に行なわれたEU・中国首脳会談で、ウルスラ・G・フォン・デア・ライエン欧州委

員長は、中国による宣伝を批判し、香港国安法の導入に関して「重大な懸念」を表明した（49）。

ドイツは7月31日に香港との間の逃亡犯引き渡し協定の効力停止に踏み切り、フランスは同

様な協定を批准しない決定をした。

イタリアは、「一帯一路」構想に参加するなどEU加盟国のなかで中国との関係が強い国で

あった。今回イタリアはコロナの被害が最も深刻だった国であり、セルビアとならんで中国

から重点的な支援を受けた。中国ではイタリアで中国に感謝する声があちこちで上がったこ

とが報道されたが、後にそれらは編集された偽情報であったことなどが指摘されている（50）。

コロナ後、イタリアでは中国から支援を受けたが、中国の印象が悪化した者は37%、改善し

た者は21%である。対中印象悪化は、フランス（62%）、デンマーク（62%）、スエーデン

（52%）、ドイツ（48%）、スペイン（46%）など普遍的である（51）。EU諸国全体にとって、「パン

デミックはEUと中国の古傷を悪化させる」（52）役割を果たしていたと指摘されている。

（4） 近隣諸国―「領土にかかわる問題」で高まる緊張

中国はコロナ危機の最中に近隣諸国ともトラブルを経験した。
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4月2日に南シナ海で中国海警局の巡視船がベトナム漁船へ体当たりして沈没させた。中国

は、南シナ海で4月19日に「行政区画」を一方的に新設した。さらに中国が南シナ海に防空

識別圏を設置する噂までが出ている。6月26日にオンラインで行なわれた東南アジア諸国連

合（ASEAN）首脳会議では、議長を務めたベトナムのグエン・スアン・フック首相は、開会

式で「全世界が新型コロナウイルスと闘っている一方で、無責任な行動や国際法に反する行

為が依然として行なわれており、この地域を含むいくつかの地域の安全と安定に影響を与え

ている」（53）と発言し、議長声明で「埋め立て、最近の動向、行動、および深刻な事件が信頼

と信用を損ねた」（54）と発言し、間接的に中国を批判した。

インドと中国の軍隊は6月15日から16日にかけて、国境地帯のラダック地区ガルワン渓谷

において、投石と殴り合いで死者を出した（55）。火器を使用した武力衝突には至らず、双方の

危機管理メカニズムが働いているとはいえ、中印国境紛争で死者が出たのは1975年以来45年

ぶりである。どちらが挑発をしたかについての双方の説明は食い違っており、原因ははっき

りしない。しかし、ガルワン渓谷事件は、インドの対外政策や中国とのかかわり方について、

決定的な役割を果たしたという見方もある（56）。インドでは米国やオーストラリアに接近する

政策が現実的になっているし、中国製品の不買運動が起き、中国製アプリが禁止された。他

方、中国メディアは中国軍兵士の犠牲者に触れようとせず、必ずしも国内で反インド宣伝を

展開するには至っていない。

日本に対して中国は当初例外的にソフトな対応を続けているようにみえた。それは習主席

の訪日が、4月に予定されていたためである。日本政府は、習訪日に配慮し、大多数の国・

地域とは異なり中国からの入国制限を訪日延期発表後の3月9日まで待った。中国はコロナ感

染拡大期に行なわれた日本の対中支援を高く評価した。中国にしてみれば習訪日という外交

舞台が宙づり状態になった。3月末以降、日本ではコロナ感染拡大期を迎えたことで、2020

年に予定されていた東京オリンピック・パラリンピックも1年延期を余儀なくされ、経済に

も深刻な影響が出た。

他方、日本側の対中配慮とは一切関係なく、中国の政府公船は、5月8日から10日まで3日

連続で尖閣諸島の領海内で日本籍の漁船を追尾し、「法執行」をしようとした形跡がある。ま

た政府公船は4月14日から111日間連続で尖閣諸島の接続水域を航行した。こうした動きは

能力と行動の強化が進んだ結果にすぎないと分析されているが（57）、コロナの混乱に乗じた行

為であるという印象を残した。また中国当局が大量の漁船が同領海内に入っても日本に航行

停止を「要求することはできない」と警告したとの報道がある（58）。他方、日本でも香港国安

法制定を非難し、習訪日の中止を要請せざるをえないとする決議が自民党政調審議会・外交

調査会でなされた（59）。日中関係もまた、改善の局面を終え、岐路に立ち返ったのである。

おわりに

本稿の結論は以下のとおりである。

第1に、習政権はコロナ危機で劣化した正統性と悪化した国家イメージを国内外で挽回す

るため、さまざまな宣伝を展開し、同時に「マスク外交」と呼ばれる対外支援活動を展開し
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た。こうした外交や宣伝の国内での効果は不明であるが、国外での効果は限定的であり、先

進国ではむしろ逆効果となった。

第2に、習政権の対外関係は、コロナとは直接関係のない領域や事象でも悪化した。それ

らは、台湾問題、香港問題、近隣諸国との「領土にかかわる問題」などである。これらに対

する中国の政策は、コロナ以前と変わらず、単に過去の延長線上にあるにすぎない。しかし、

中国の従来どおりの行動は、コロナ危機で世界が苦しんでいる隙をついて、あるいは苦しん

でいるにもかかわらず、なされているという悪印象をもたらした。

第3に、習政権は、特にパンデミックの責任回避と香港国安法に関して対外的に強硬な原

則外交を展開した。また、多くの国・地域との間で発生したトラブルに対して、「自国の正し

さ」を強調し、「相手の過ち」を強烈に指弾し、報復を辞さない「戦狼外交」は異様な印象を

残している。

コロナ危機は、中国の貧弱なガバナンスのつけを全世界が支払う時代が到来したことを象

徴している。習は国内の反対者に対して抑圧的であり続けているため、上記の失敗を糾した

り、強硬外交を止めたりする契機が中国国内にほとんど存在しない。しかも、対米強硬路線、

「領土にかかわる問題」での非妥協性、独善的な宣伝などは過去からの連続性が強い（60）。こ

のため、急速に多方面で悪化する対外関係に直面し、習政権は、さらなる宣伝強化と強硬策

で対応するしかない情況に陥っている。特に米国およびその同盟国との間でこうした悪循環

が深刻化しており、このことは2020年11月に予定される米大統領選挙に至るプロセスとその

結果次第では、中国のさらなる孤立を招く可能性がある。
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